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【１】り災証明書の交付 

お問い合わせ先 八代消防署 ☏３２－９２２３ 

        鏡 消 防 署 ☏５２－１３１３ 

○り災証明書の交付について 

〔り災証明書の交付手続き〕 

 り災証明書の交付を受けるためには、八代消防署（八代市大村町９７０番地）

又は、鏡消防署（八代市鏡町内田６８９番地５）で、「り災証明申請書」の手続き

が必要です。 

 証明書は、即日交付になります。交付された「り災証明書」は火災で被災され

た場合に保険金の請求や税金の控除・減免等を受ける際に必要な書類です。 

 

〔り災証明申請書について〕 

 「り災証明申請書」の書類は、八代消防署、又は鏡消防署にあります。 

 但し、り災証明書の発行は、火災現場を管轄する消防署となります。 

 

〔管轄〕 

 八代消防署：旧八代市（龍峯の一部を除く）、坂本町、千丁町の一部 

 鏡 消 防 署：千丁町（一部を除く）、鏡町、東陽町、泉町、龍峯の一部 

 

〔申請時に必要なもの〕 

（１）本人確認ができるもの（免許証等） 

（２）印鑑（認印） 

（３）１通につき２００円 
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【２】災害見舞金の支給・生活福祉資金の貸付 

お問い合わせ先 健康福祉政策課  ☏３３－４００３（直通） 

        市社会福祉協議会 ☏６２－８２２８ 

○八代市災害見舞金について 

お問い合わせ先 健康福祉政策課 

 市内にお住まいの方が、火災により被害を受けられた場合には、被害の程度に応じて

次の弔慰金及び見舞金（以下「見舞金等」という）を支給します。 

 

〔見舞金の額（火災関係のみ抜粋）〕 

被害の区分（程度） 見舞金等の額 

死亡 
１人 １００，０００円 

同一世帯内で２人以上 ２００，０００円 

行方不明者 
１人 １００，０００円 

同一世帯内で２人以上 ２００，０００円 

重傷※１ 

１人 ３０，０００円 

同一世帯内で２人以上 ５０，０００円 

住家※２ 

全焼 １００，０００円 

半焼 ５０，０００円 

※１ １カ月以上の入院治療を要する見込みのものをいいます。 

※２ 現実に居住のため使用している建物をいいます。空き家や店舗は対象外です。 
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○日本赤十字社救援物資の配布について 

お問い合わせ先 市社会福祉協議会 

 市内にお住まいの方の住宅が災害に遭われた場合に、日本赤十字社では次の救援物資

を配布します。 

 

〔救援物資〕 

 救援物資は、大規模災害時のものを除いて、日本赤十字社八代市地区を通じて配布し

ます。 

（１）毛布 

（２）タオルケット 

（３）緊急セット（衛生用品、懐中電灯、風呂敷、軍手など生活用品） 

（４）下着セット 

（５）ビニールシート 

（６）タオル 

 

○熊本県共同募金会災害見舞金について 

お問い合わせ先 市社会福祉協議会 

 市内にお住まいの方が災害に遭われた場合に熊本県共同募金会より八代市共同募金

委員会を通じて災害見舞金が贈られます。 

〔基準金額（火災関係のみ抜粋）〕 

区分 適用 金額 

死亡弔慰金 死亡者１人につき １０，０００円 

災害見舞金 

全焼１世帯につき １０，０００円 

重傷者１人につき ５，０００円 

半焼１世帯につき ５，０００円 
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○生活福祉資金の貸付について 

お問い合わせ先 市社会福祉協議会 

 低所得者世帯、障がい者世帯、高齢者世帯に対して、社会参加促進及び自立を図るた

めの貸付を行っています。災害を受けた世帯に対しては、緊急小口資金、住居の移転等

に必要な経費、災害援護費の貸付があります。 

 収入や償還能力、罹災状況等の要件があり、各種証明書など必要書類提出後に貸付審

査（債権者：熊本県社会福祉協議会）を行うことになりますので、貸付を希望される場

合は、まず、市社会福祉協議会までご相談ください。 

 

資金の種類 貸付限度額 貸付利子 連帯保証人※１ 用途等 

緊急小口資金 10 万円以内 無利子 原則不要 
被災によって生

活費が必要な時 

住居の移転等 

に必要な経費 
50 万円以内 

連帯保証人あり…無利子 

連帯保証人なし…年 1.5％ 
原則１名以上 

住居の移転等に

伴う費用 

災害援護費※２ 150 万円以内 
連帯保証人あり…無利子 

連帯保証人なし…年 1.5％ 
原則１名以上 

自宅の修繕、家

具什器の購入等 

 ※１ 世帯の状況によっては連帯保証人を必要とします。 

 ※２ 建替えや借家等の修繕、焼け跡の撤去、損害を賠償する目的での貸付はできません。 
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【３】個人市民税の減免 

お問い合わせ先 市民税課  ☏３３－４１０７ 

 災害（震災、風水害、落雷、火災等）により、住宅又は家財に被害を受け

られた方は、個人市民税の減額又は免除が受けられます。 

 

〔対象者〕 

 前年中の合計所得金額が１，０００万円以下の方で、住宅又は家財について生じた損

害金額（保険金損害賠償金等により補填されるべき額を除く。）が、その住宅又は家財の

価格の１０分の３以上 

 

〔減免の対象となる市民税〕 

 納付すべき年度分の市民税の額のうち、災害を受けた日以降に納期がある市民税 

 

〔申請〕 

 納期限の７日前までに減免申請書、り災証明書（原本）を提出 

 ※り災証明書は確認後返却されます。 

 

〔軽減又は免除の割合〕 

合計所得金額及び損害の程度に応じて決定します。 

 

 

※災害に被災された翌年の所得税の確定申告等で「雑損控除」を受けることができます。 

詳しくは、八代税務署（☏３２－３１４１）又は市民税課（☏３３－４１０７）へ 

お問い合わせください。 
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【４】固定資産税の減免等 

お問い合わせ先 資産税課  ☏３３－４１０８ 

○家屋又は償却資産に係る固定資産税の減免 

 火災等により、家屋又は償却資産に被害を受けられた方は、固定資産税の減免が受け

られます。 

〔対象者〕 

 市内に、火災等により被害を受けた家屋又は償却資産をお持ちの方。 

〔減免の対象となる固定資産税〕 

 被害を受けた家屋又は償却資産に係る当該年度分の固定資産税のうち、被害を受けた

日以降に納期がある固定資産税相当額。 

〔申請〕 

 納期限の７日前までに減免申請書及び、り災証明書（原本）を提出してください。 

 ※り災証明書は確認後返却されます。 

〔減免の割合〕 

 被害の程度に応じて決定します。 

 

○土地に係る被災住宅用地特例の適用 

 火災等により、滅失又は損壊した住宅の敷地に供されていた土地については、被災住

宅用地特例が受けられます。 

〔対象者〕 

 市内に、火災等により滅失又は損壊した住宅の敷地に供されていた土地をお持ちの方。 

〔申請〕 

り災証明書を提出してください。 

※り災証明書は確認後返却されます。 

〔特例の内容〕 

被災後２年度分の固定資産税について、被災住宅用地特例が適用され、土地に係る固

定資産税の軽減措置が延長されます。 
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【５】税の徴収の猶予 

お問い合わせ先 納税課   ☏３３－４１０９（直通） 

 災害を受けたことにより、市税の納税が困難と認められる場合は、納税猶

予の制度があります。 

 

〔猶予の期間〕 

原則、申請のあった日から１年間（１年延長可） 

 

※その他、市税の納税相談もお受けしております。納税課窓口までお問い合わせくださ

い。 
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【６】パスポート（旅券）の届出 

お問い合わせ先 市民課   ☏３３－４１１０（直通） 

 有効期間中のパスポートを焼失された場合は、速やかに届け出る必要が

あります。 

（旅券法第１７条第１項） 

手続きは、原則本人申請に限ります。代理申請をご希望の場合は、事前

にお問い合わせください。 

 

〔届出に必要な書類等〕 

（１）紛失一般旅券等届出書１通…市民課及び各支所の窓口にあります。 

（２）本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード又は健康保険証＋年金手帳など） 

（３）写真１枚・・・縦４．５ｃｍ×横３．５ｃｍ（６カ月以内に撮影したもの） 

写真については、寸法等が細かく規定されていますので、事前にお問い合わせ

ください。 

（４）り災証明書（原本）１通・・・消防署で発行（Ｐ２参照） 

※り災証明書は確認後返却されます 

 

〔申請時間〕 

 平日・午前９時～午後４時３０分 

 

〔申請窓口〕 

 市民課、各支所 

 

【注意点】 

 この手続きは、パスポートが消失したことを届け出るもので、再交付の手続きでは

ありません。消失したのち、新しいパスポートが必要な場合は、新規申請の扱いにな

りますので、事前に窓口にお問い合わせください。 

  



10 

 

【７】印鑑の再登録申請 

お問い合わせ先 市役所市民課    ☏３３－４１１０（直通） 

        坂本支所地域振興課 ☏４５－２２１２（直通） 

        千丁支所地域振興課 ☏４６－１１０１（直通） 

        鏡支所地域振興課  ☏５２－１１１５（直通） 

        東陽支所地域振興課 ☏６５－２１１３（直通） 

        泉支所地域振興課  ☏６７－２１１３（直通） 
 

火災等によって印鑑登録証を消失され、引き続き印鑑登録が必要な方は、

再登録していただくこととなります。 

 

〔印鑑登録の再登録に必要な書類等〕 

（１）登録される印鑑 

（２）公的機関が発行した写真付き本人確認書類（運転免許証・マイナンバーカード・

パスポート等） 

※代理申請や写真付き本人確認書類がない場合は、事前にご連絡・ご相談くださ

い。 

（３）り災証明書（原本）１通・・・消防署で発行（Ｐ２参照） 

    ※り災証明書は確認後返却されます。 

 

（４）手数料・・・免除 

※ただし、り災証明書がなければ、手数料３００円が必要になります。 

 

〔申請窓口〕 

市民課、各支所、日奈久出張所 

 

  



11 

 

【８】マイナンバーカードの再交付 

お問い合わせ先 市民課   ☏３３－４１１０（直通） 

 マイナンバーカード（顔写真付きのカードです）を消失された場合は、本

人からの再交付の申し出により再交付することができます。 

 

〔マイナンバーカード再交付に必要な書類等〕 

（１）本人確認書類（運転免許証又は健康保険証＋年金手帳など） 

（２）写真１枚・・・縦４．５ｃｍ×横３．５ｃｍ（６カ月以内に撮影したもの） 

写真については、寸法等が細かく規定されていますので、事前にお問い合わせ

ください。 

（３）り災証明書（原本）１通・・・消防署で発行（Ｐ２参照） 

※り災証明書は確認後返却されます。 

 

（５）手数料・・・免除 

※ただし、り災証明書がなければ、手数料８００円（電子証明は別途２００円）

必要になります。 

 

〔申請窓口〕 

 市民課、各支所 

 

【注意点】 

 マイナンバーカードは、申請から約１～２カ月後に市役所から交付通知書が届きま

すので、電話予約のうえ、市民課又は各支所へ来庁され受け取りとなります。 

 住民票の所在地に居住できていない、本人が来庁できないなどありましたら、事前

にお問い合わせください。 
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【９】建物の確認申請手数料等の免除措置 

お問い合わせ先 建築指導課   ☏３３－４７５０（直通） 

 火災等により、建物に被害を受けられた方が、建物の建築等を行う際に必

要となる確認申請等の手数料について、免除が受けられます。 

 

〔対象者〕 

火災等により建物に被害を受け、その災害の発生した日から６カ月以内に建築等を

される方で、り災証明書の交付を受けている方。 

※住宅（一部の兼用住宅を含む）の場合は、その災害の発生した日から１年以内に

建築等をされる方となります。 

 

〔免除を受けるために必要な添付書類〕 

 免除を受けられる場合には、確認申請書等に、り災証明書（コピー（写し）可）の

添付をお願いします。 
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【１０】市営住宅の特定入居及び緊急入居（一時使用） 

お問い合わせ先 住宅課   ☏３３－４１２２（直通） 

 地震、暴風雨、洪水その他の自然災害及び火災により住宅に被害を受け居

住できなくなった場合、市営住宅に公募によらない「特定入居」ができる制

度があります。また、住宅確保までの居住場所としての一時的な使用もでき

ます（ただし、市営住宅に空き家がある場合によります）。 

 

〔一時使用の許可要件〕 

（１）入居期間   行政財産の目的外使用許可により、６カ月以内。 

必要に応じ延長可能（最長１年） 

また、一時使用期限後、公営住宅の資格要件が合致する場合は、

特定入居制度の取扱いとし、入居契約が可能となります。 

（２）家賃等    免除（住宅使用料、共益費、駐車場使用料） 

ただし、光熱水費並びに廃棄物の処理費等は入居者の負担とな

ります。 

（３）敷金     免除（駐車場保証金含む） 

（４）連帯保証人  不要 

（５）退去時修繕  入居期間中の破損については入居者負担。 

退去時のふすま、畳表の張替え等についての負担はありません。 

 

〔必要な書類〕 

（１）八代市営住宅入居申込書（様式第１号） 

（２）行政財産使用許可申請書（第８号様式） 

（３）誓約書 

（４）り災証明書（コピー（写し）可）・・・消防署で発行（Ｐ２参照） 

（５）身分証明書（運転免許証、保険証、住民票等） 

 

※市営住宅に関するご相談については、住宅課にご連絡ください。 
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【１１】下水道設備の使用休止・使用廃止届 

    下水道使用料の減免 
     （公共下水道、農業集落排水処理施設、市設置浄化槽の使用者） 

 

お問い合わせ先 下水道総務課  ☏３３－４１４７ 
 

○下水道設備の使用休止届・使用廃止届について 

 被災した住居等の下水道設備を一時的に使用しない場合は「公共下水道使用休止届」

等を、今後使用しない場合は「公共下水道使用廃止届」等を下水道総務課へ提出してく

ださい。なお、被災状況等により提出が困難な場合は、電話でその旨をお伝えください。 

 

○下水道使用料等の減免について 

 被災等により下水道使用料等の納付が困難となったときなどは、下水道使用料等の減

免を受けられる場合があります。減免を希望する方は、下水道総務課へご相談ください。 
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【１２】水道の使用の休止・廃止届 

    水道料金の減免 
 

お問い合わせ先  

上水道（旧八代市）     市水道局 ☏３３－１８６８（直通） 

（千丁・鏡・東陽・泉）八代生活環境事務組合 ☏６２－２０４９（直通） 

  簡易水道（坂本・東陽・泉）  市水道局 ☏３３－１８６８（直通） 
 

○水道の使用休止届について 

 被災した住居等の水道を使用されない場合は、必ずご連絡をお願いします。また、連

絡される際には、次の事項をお伝えください。 

（１）使用を休止する水道の所在地 

（２）使用を休止する使用者氏名 

（３）確認のとれる連絡先 

 

○水道の使用廃止届について 

 今後、水道を使用されない場合、「廃止届」の提出をお願いします。 

 

○水道料金の減免について 

 被災等による水道料金の減免等に関するご相談については、お問い合わせ先へご確認

ください。 
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【１３】国民健康保険・後期高齢者医療保険・ 

国民年金のご案内 
お問い合わせ先 国保ねんきん課    ☏３３－４１１３（直通） 

      坂本支所地域振興課  ☏４５－２２１３（直通） 

      千丁支所地域振興課  ☏４５－５１８３（直通） 

      鏡支所地域振興課   ☏５２－７８３６（直通） 

      東陽支所地域振興課  ☏６５－２１１３（直通） 

      泉支所地域振興課   ☏６７－２１１３（直通） 
 

○保険証等の再交付申請について 

 火災等によって国民健康保健被保険者証や後期高齢者医療被保険者証を消失等され

た場合、再交付いたします。 

保険証等の名称 必要なもの 

国民健康保険被保険者証等 

・本人確認ができるもの（証明書が全て消失等した

場合は、り災証明書の写しを持参し、職員による面

識） 

・市役所備え付けの申請書に記入し、再交付申請 

・料金は無料 
後期高齢者医療被保険者証等 

 

○保険税等の減免申請について 

 火災等により、資産の３／１０以上の損害を受けた場合は、前年の所得に応じて保険

料の減免が受けられる場合があります。 

ただし、火災保険料等により補てんがある場合は、該当しない場合があります。 

区分 必要なもの 

国民健康保険税の減免 

・認印【後期の場合】 

・資産価値の分かるもの【後期の場合】 

・本人確認ができるもの（証明書が全て消失等した

場合は、り災証明書の写しを持参し、職員による面

識） 

・り災証明書の写し 

・市役所備え付けの申請書等に記入し、申請 

・後日、損害の程度、内容がわかるものや損害補て

ん額がわかるものの写しなどの提出が必要。 

後期高齢者医療被保険料の減免 
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○国民年金保険料の免除について 

 災害（火災等）により、被保険者・世帯主等が所有する財産について、被害金額がそ

の価格の概ね１／２以上の損害を受けた国民年金第１号非保険者の方は、国民年金保険

料の納付が免除される場合があります。 

ただし、火災保険等により補てんがある場合は、該当しない場合があります。 

 必要なもの 

国民年金保険料の免除 

・本人確認ができるもの（証明書が全て消失等した

場合は、り災証明書を持参し、職員による面識） 

・国民年金保険料免除申請書 

・り災証明書【原本】（原本が提出できない場合は、

原本証明が必要） 

・被災状況届（様式あり）または損害補てん額が分

かるもの 
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【１４】介護保険被保険者証、介護保険負担割合証、 

    介護保険負担限度額認定証の再交付 

    介護保険料の減免、サービス費等の額の特例 
 

お問い合わせ先 介護保険課   ☏３２－１１７５（直通） 
 

 

○介護保険被保険者証、介護保険負担割合証、介護保険負担限度額認定証 

の再交付について 

 火災等によって、介護保険被保険者証等を消失等された場合、再発行いたします。 

 料金は無料です。 

保険証等の名称 必要なもの 

介護保険被保険者証 ・本人確認のための身分証明書（証明書が全て消失

等した場合は、り災証明書の写しを持参し、職員に

よる面識） 

・介護保険被保険者証等再交付申請書（介護保険課

備え付け） 

介護保険負担割合証 

介護保険負担限度額認定証 

 

○介護保険料の減免、サービス費等の額の特例 

 火災等によって、住宅の３／１０以上の損害を受けられた場合は、前年の所得に応じ

て介護保険料の減免、サービス費等の額の特例を受けられます。ただし、火災保険等に

より補てんがある場合は、該当しない場合があります。 

 必要なもの 

・介護保険料の減免 

・サービス費等の額の特例 

・り災証明書 

・領収書または見積書 

・り災現場写真 

・保険金、損害保険金などにより補てんされた金額

がわかるもの 
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【１５】火災廃棄物の処理 

お問い合わせ先 循環社会推進課 ☏３２－４６７５（直通） 

○火災でり災した廃棄物（ごみ）の処理について 

 エコエイトやつしろ（八代市環境センター）では、火災でり災した一般廃棄物は搬入

手数料を減免して受け入れることができます。 

 ただし、産業廃棄物に該当するものや資材・建材物、エコエイトやつしろ（八代市環

境センター）の搬入基準に満たないもの、炭や灰の状態のものは受入れができません。 

 

〔搬入手数料の減免を受けるための手続き〕 

（１）循環社会推進課へ事前にご相談ください。（代理者可） 

搬入する品物、搬入量、搬入日時、搬入方法等を確認しますので、よろしけれ

ば搬入する品物の写真をご持参ください。 

受入れの可否が確認できましたら、一般廃棄物処理手数料減免申請書をお渡し

します。 

 

（２）消防署にて「り災証明書」の交付手続きを行ってください。（Ｐ２参照） 

減免期限は、り災した日から起算して３カ月以内になりますので、現場検証な

どにより３カ月以内に持ち込みができない場合は事前にご相談ください。 

 （３）エコエイトやつしろ（八代市環境センター）に搬入する場合は、計量受付時に、

火災ごみである旨を伝えた上で、管理棟窓口に「り災証明書（写し可）」と一般

廃棄物処理手数料減免申請書を提出してください。 

※搬入が複数回になる場合は、その都度、減免申請書、「り災証明書」の提出が

必要になります。 

※本人自ら搬入が難しい場合は、市の許可を受けた「八代市一般廃棄物収集運

搬業許可業者」に収集（有料）を依頼してください。 

 

〔受付時間〕 

 平 日  ８時３０分～１１時３０分、１３時００分～１６時３０分 

 土曜日  ８時３０分～１１時３０分 

 ※祝日・年末年始（１２月３１日～１月３日）を除く  
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【１６】就学援助の支給 

お問い合わせ先 学校教育課 ☏３３－６１３３（直通） 

 火災により収入が減少し、就学が困難と認められた場合は、就学援助を受

けることができます。 

 

〔支給内容〕 

（１）学用品費 

（２）新入学児童生徒学用品費（４月１日までに認定された新小１、新中１のみ対象） 

（３）校外活動費 

（４）修学旅行費 

（５）学校給食費 

（６）医療費（学校での健康診断の結果、治療を必要とすると認められた特定の疾病の

治療にかかるもの。ただし、こども医療費助成制度の対象者以外） 

（７）通学費（距離要件あり） 

（８）災害共済掛金（日本スポーツ振興センター災害共済掛金。５月１日までに認定さ

れた児童生徒のみ対象） 

 

〔お問い合わせ先〕 

 該当の児童生徒が通う、市立小学校、中学校、特別支援学校、または、学校教育課 
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【１７】母子健康手帳、妊婦・産婦健診受診票の再交付 

お問い合わせ先 健康推進課 

八代市役所２階  ☏３３－５１１６（直通） 

鏡保健センター  ☏５２－５２７７（直通） 

○母子健康手帳の再交付について 

 火災などによって母子健康手帳を消失された場合、再交付します。 

子どもさんの年齢によっては、母子健康手帳ではなく予防接種記録の交付となります。 

 

〔申請窓口〕 

健康推進課（市役所２階または鏡保健センター） 

 

〔申請に必要なもの〕 

本人を確認できるもの（運転免許証等） 

 

○妊婦・産婦健診受診票の再交付 

 火災などによって妊婦・産婦健診受診票を消失された場合、再交付します。 

再交付するにあたり、これまでに使用した妊婦・産婦健診受診票をかかりつけ医療機

関（産院）に確認します。 

 

〔申請窓口〕 

健康推進課（市役所２階または鏡保健センター） 

 

〔申請に必要なもの〕 

本人を確認できるもの（運転免許証等） 



22 

 

【１８】相談業務のご案内 

お問い合わせ先 市民活動政策課  ☏３３－４４８２（直通） 

        市民相談室    ☏３３－４４５２ 

○各種相談業務の窓口について 

 市民の方々が日常生活において抱える様々な問題について、相談に応じられるよう相

談窓口を開設しています。 

相談名 相談日・時間・場所 内容 

市民生活相談 

月曜日～金曜日 

９：００～１５：４５ 

市役所２階 

市民相談室 

 生活上の心配ごとや悩みごとに

ついての相談窓口として、市民生活

相談員・行政相談委員が相談に応

じ、相談内容によっては、担当課や、

法律相談など専門家による相談を

受けられるよう紹介・助言を行いま

す。 

行政相談 

毎月第２・第４火曜日 

９：００～１２：００ 

市役所２階 

市民相談室 

法律相談 

毎月第２・第４金曜日 

１０：００～１６：００ 

市役所２階 

市民相談室 

 専門的な相談について、弁護士が

法律に基づいた解決策や指導・助言

を行います。 

 ※予約が必要です。 

市民活動政策課 ☏33-4482 

 


